













































































（2）　中野麻美「2015 年労働者派遣法の批判的検討」『大原社会問題研究所雑誌』712 号（2018 年）。
（3）　厚生労働省「労働者派遣法改正案」http://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-11650000-Shokugyouanteikyo











年改正の主な内容は，①反復更新で通算 5年を超えた場合の無期契約への転換（第 18 条），②有期
雇用契約労働者に対する「雇止め法理」の法定化（第 19 条），③有期・無期契約労働者間に於ける，
不合理な労働条件の相違の禁止（第 20 条）となっている（4）。2013 年改正法と 2015 年改正法ともに，
法の施行が 2018 年であることから「2018 年問題」と言われており，「有期雇用」から「無期雇用」
への転換の動きは，2013 年改正法の施行が 4月であることから，直接雇用のパートタイムや契約社
員に対して起き始めている。労働政策研究・研修機構が 2016 年 10 月から 11 月にかけて実施した
調査によると，2013 年改正法以降，有期契約労働者から無期契約労働者（正社員含む）への転換
を実施した企業は 41.3%（ｎ＝ 2,683）であり，転換者数は計 3万 2375 人（推定）となっている（5）。
　筆者らは，本特集の巻頭言「特集にあたって」にあるように 2016 年 12 月から 2017 年 3 月にか
けて派遣労働者へのインタビュー調査（調査対象者 40 名，以下 2016 年調査）を実施し，2018 年
10 月以降にアンケート調査の実施を予定している。しかし，「直接雇用」転換を回避するために
2017 年 10 月頃から派遣労働者に対する「雇止め」が起き始めていることから，2017 年 11 月に
「雇止め」となった労働者 2名（うち 1名は 2016 年調査対象者）へのインタビュー調査（以下，
2017 年調査），2016 年調査対象者である派遣労働者の現状を把握することを目的として，2018 年 3
月にメールによる調査（調査対象者 40 名，回答者 32 名，以下 2018 年調査）を実施した。2018 年
調査の結果，「直接雇用」転換または「直接雇用転換の可能性」のある人が 3名（9.4％），「雇止め」










roudou/roudoukijun/keiyaku/kaisei/dl/joubun.pdf（2017 年 8 月 20 日閲覧）。
（5）　独立行政法人労働政策研究・研修機構「改正労働契約法とその特例への対応状況及び多様な正社員の活用状況

























① 大学 20代後半 2年 3 － － 正社員 転職活動を行い，正社員へ転換
② 短大 30代後半 5年 8 － － 正社員
2年後の「直接雇用」転換を条件
とした契約社員に転換
③ 短大 50代前半 6年 1 － － 正社員 「直接雇用」転換へ調整中
表 3　「雇止め」となった 5名のプロフィール


















⑥ 専門学校 40代前半 7年 9 － ○ アルバイト 事務職転換の手段としての派遣











































（2018 年 2 月 9 日閲覧），JILPT『労働政策研究報告書№ .158「多様な正社員」の人事管理に関する研究』（2013
年））。また独立行政法人経済産業研究所（以下，RIETI）も厚生労働省委託事業「多様な正社員の導入及び無期転
換ルールへの対応に関わる支援事業」を受け報告書をまとめている（鶴光太郎・久米功一・戸田淳仁「多様な正社
員の働き方の実態―RIETI『平成 26 年度正社員・非正社員の多様な働き方と意識に関するWeb 調査』の分析結
果より」RIETI（2016 年）https://www.rieti.go.jp/jp/publications/pdp/16p001.pdf（2018 年 3 月 2 日閲覧））。さら
に一般社団法人日本経済団体連合会（以下，経団連）も「多様な正社員」制度の活用を推進し始めている（経団連
「多様な正社員制度の活用に向けて」（2017 年）http://www8.cao.go.jp/kisei-kaikaku/suishin/meeting/discussion/






























































　　2016 年調査の後，2017 年 6 月に「雇止め」となり，失業保険を受給した。その後はさらに生
命保険を解約し，現在はアルバイトで就業している。
・派遣のミスマッチによる「雇止め」の経験






























　　2017 年 10 月 30 日に派遣先企業から派遣契約の「更新なし」を言い渡され，「雇止め」となっ
た。事例⑦は，2001 年 4 月から 3か月更新で約 16 年半，同一の派遣先企業で事務職派遣として



























　　事例⑧は，3か月更新の派遣で働いており，2017 年 12 月末で契約更新となることから，11 月
上旬に就業の継続を希望することを派遣元企業に伝えた。派遣先企業では，正社員が担当してい
た職務も遂行するようになっており，新たな職務を派遣先の上長と 2人で担当するようになって
















































































　　初職：正社員（2年 6 か月）→正社員（9年）→アメリカ留学（1年 3 か月）→正社員（1年）
→正社員（3年）→正社員（1年）→派遣（2011 年 2 月から現在に至る）







ダー歓迎やエルダーむけのアイコンがついていたりすること，また 20 代～ 30 代の募集が多いこ
とから年齢で差別されていると感じていた。しかし，「正社員は，部署内の年齢構成のバランス
（7）　一般社団法人日本人材派遣協会がインターネット上で，派遣労働者と過去 10 年未満の間に派遣で働いていたこ
とがある労働者 7,333 人を対象に毎年実施している調査であり，2017 年で 11 回目となっている。https://www.jassa.


































































































　2018 年調査では，退職予定者が 2名，模索中が 2名，育児休業中は 1名，アルバイトで就業が 1
名，派遣という働き方で就業を継続している人が 19 名いることが明らかとなった。模索中の 2名




















⑨ 大学 40代前半 7年 3 ― ― 正社員
派遣先で正社員への
就業形態の変更の経験有















校入学を控え離職することにした。その後，第 2子を出産。第 1子が小学校 2年生になる時に再
び働こうと考え，通勤距離・就業時間を考え派遣という働き方を選択した。




















（2018 年 2 月から現在に至る）
・これまでの経験と派遣という働き方を選択した経緯




る。2016 年調査時点では，プラント建設の現場で事務職派遣として就業しており，2018 年 1 月



























　事例⑨は，大学卒，40 代前半，派遣歴 7年，派遣先が 3か所，派遣以外の就業形態の経験が正
社員のみであり，事業売却等による解雇の経験も「雇止め」の経験もないことから，「直接雇用転
換の可能性」のある 3名のプロフィールとほぼ同じである。事例⑩は，短大卒，40 代後半，派遣
















































































（8）　厚生労働省「正社員転換・待遇改善実現プランの決定について」（2016 年 1 月 29 日）http：//www.mhlw.
go.jp/file/04-Houdouhappyou-11651000-Shokugyouanteikyokuhakenyukiroudoutaisakubu-Kikakuka/0000110909.pdf
（2018 年 4 月 3 日閲覧）。厚生労働省は，無期転換を推進するためにポータルサイトの開設，ハンドブックの作成，
キャリアアップ助成金の改定を重ね，キャリアアップ助成金の周知を目的としたパンフレットやチラシ等も作成し
ている。
